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区分

主目的

利害関係者

記帳形式

決算書類

認識基準

国立大学法人会計の特徴

国立大学法人会計 企業会計 官庁会計

財政状態，運営状況の開示 財政状態，経営成績の開示 予算とその執行状況の開示

発生主義 現金主義

国民その他の利害関係者 株主・投資家・債権者 国民・市民，主務官庁

複式簿記 単式簿記

・貸借対照表
・損益計算書
・利益の処分又は損益の処理
   に関する書類
・キャッシュ・フロー計算書
・国立大学法人等実施コスト
   計算書
・附属明細書
・事業報告書
・決算報告書

・貸借対照表
・損益計算書
・利益処分又は損益処理計算書
・キャッシュ・フロー計算書

・附属明細書
・営業報告書

・歳入歳出決算書
・歳入決算報告書
・歳出決算報告書
・継続費決算報告書
・国の債務に関する報告書

国立大学法人会計と企業会計，官庁会計との比較

運営費交付金や授業料などは，入金したときに債務（義務）として負債に計上し，教育・研究など行う

べき業務を実施すると，その相当額を基準に従い収益化する仕組みになっています。

収益化は，原則として，期間進行基準ですが，退職手当の執行に伴い収益化する費用進行基準とプロ

ジェクト研究などの成果の達成度により収益化する業務達成基準があります。

１．負債計上と収益化

国立大学法人会計に特有の会計処理

国立大学法人会計の特徴

①国立大学法人は，主たる事業を教育研究としているため，事業の実施によって利益の獲得を

目的としていません。

②国立大学法人会計基準は，中期計画に沿って通常の運営を行うことで損益が均衡する仕組み

になっています。

③剰余金（当期総利益）は，自己収入の増加や経費の節減などの経営努力により，剰余金が生

じた場合は，目的積立金として翌事業年度以降の使用を可能にしています。

運営費交付金などで固定資産を取得したとき，償却資産である場合は負債勘定の資産見返負債に，非償

却資産である場合は資本剰余金に振り替えます。そして，減価償却を行う都度，資産見返負債から減価償

却相当額を取り崩し，収益化することにより，損益を均衡させる仕組みになっています。

また，国立大学法人の資産の取替え更新の財源は，国が施設費補助金などで措置する仕組みとなってい

ることから，当該財源により取得した教育研究用の資産が減価に対応すべき収益の獲得が予定されない償

却資産と文部科学大臣から特定されたものは，減価償却相当額を資本剰余金から損益外減価償却累計額と

して減額する会計処理を行います。

２．固定資産取得と減価償却
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国立大学法人等

業務実施コスト計算書

借方項目 貸方項目 借方項目 貸方項目

期首残高 〈資産〉 〈負債〉

575 13,721 2,834

〈純資産〉

10,887 （内数）

〈支出〉 〈収入〉 978 978

（総額） （総額）

5,405 5,419 経常費用 〈費用〉

4,162 4,162

経常収益

4,171

3,472

臨時損失 臨時利益

0 0

期末残高 現金・預金 未処分利益 当期総利益 目的積立金

（内数） （内数） 取崩額等

589 589 25 25 17 288

当期未処分利益

　・当期総利益 25

利益処分額

　・目的積立金 25

　・積立金 0

（会計期間の活動区分別資
金の流れ）

（期末の財政状態） （会計期間の運営状況）

（国民負担に帰せられるコ
スト）

財務諸表の相関関係図 ※百万円未満を端数処理しているため，
合計額が一致しない場合があります。

キャッシュ・フロー計算書 貸借対照表 損益計算書

自己収入等
に基づく収
益

自己収入等
に基づく収
益

国立大学法
人等業務実
施コスト

・損益外減価償却等相当額

・引当外賞与増加見積額

・引当外退職給付増加見積額

・機会費用

・損益外除売却差額相当額

利益の処分に関する書類

（未処分利益の処分内容）

・損益外利息費用相当額

平成30年度財務諸表
(単位：百万円)

決算剰余金（当期利益）の処分と目的積立金

国立大学法人には効率的な運営の結果生じた剰余金を有効活用するための仕組みとして、目的積立金の制度が

あります。この制度は決算の剰余金のうち現金の裏付けがあり事業の用に供することが可能な額について、国立

大学法人の申請に基づき文部科学大臣が経営努力の結果生じたことを承認することにより、目的積立金として翌

事業年度への繰り越しを可能にする制度です。

また、決算剰余金のうち、現金の裏付けがないものは積立金として整理されます。

当
期
総
利
益

前
期
繰
越

損
失
補
填

当
期
未
処

分
利
益 利益処分に関す

る書類(案)

経営努力認定
（文部科学大臣） 目的積立金

積立金

翌年度以降、各法人が中

期計画において定めた使

途に従い使用可能

翌年度以降、損失の穴埋

めにのみ使用可能
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（単位：百万円）

平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度

(H30.3.31) (H31.3.31) (H30.3.31) (H31.3.31)

資産の部 負債の部

（固定資産） （固定負債）

　土地 7,325 7,325 　資産見返負債 2,189 2,139

　建物・構築物 4,098 3,825 　環境対策引当金 1 1

　機械・備品 223 185 　資産除去債務 38 39

　図書・美術品 1,747 1,749 　長期未払金 59 9

　その他 37 28 計 2,287 2,188

計 13,430 13,111 （流動負債）

（流動資産） 　運営費交付金債務 　　- 100

　現金・預金 575 589 　寄附金債務 17 37

　未収入金 22 15 　前受受託研究費等 1 　　-

　その他 6 6 　預り金 46 40

計 603 610 　未払金 540 467

　その他 2 3

計 606 646

負債合計 2,892 2,834

純資産の部

　資本金 14,511 14,511

　資本剰余金 -3,527 -3,745

　利益剰余金 156 121

　　前中期目標期間
　　繰越積立金等

71 44

　　教育研究環境整備
　　積立金

73 49

     積立金 2 2

  　当期未処分利益 10 25

純資産合計 11,140 10,887

資産合計 14,033 13,721 負債純資産合計 14,033 13,721

貸借対照表の概要

科　　　目 科　　　目
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（貸借対照表）

【資産の部】

１．固定資産

１）建物・構築物：『２７３百万円の減』

アクティブ・ラーニング環境整備による講義室改修（１２百万円）の他、各所建物設備改修工事により

合計２７百万円の増、減価償却費等△３０１百万円の増による差額

２）機械・備品：『３８百万円』の減

認証キャンパスネットワークシステムの設備更新（３１百万円）の他、工具器具備品類の購入により

合計５４百万円の増、減価償却費（リース資産含む）等△９２百万円の増による差額

３）図書・美術品：『２百万円の増』

寄贈による美術品（３百万円の増、図書除却による△１百万円の減による差額

４）その他

船舶、車両運搬具、無形固定資産（ソフトウェア）、預託金が含まれている

２．流動資産

１）未収入金

未収学生納付金収入が含まれている

２）その他

前払費用（東京サテライト賃借料、労働保険料）、立替金（私費分光熱水料費）

対前年度に対する主な増減要因等

【負債の部】

１．固定負債

１）資産見返負債

運営費交付金、授業料等で取得した固定資産相当額であり、減価償却後の額

２）環境対策引当金

法令で廃棄処分しなけらばならないPCB（ポリ塩化ビフェニル）に係る経費を引当金計上

３）資産除去債務

法令で除去義務のある「アスベスト」に係る除去費用の当事業年度までの見積累積額

４）長期未払金

キャンパス情報システム、学務情報システムのリース契約に係る翌年度以降の未払金

２．流動資産

１）運営費交付金債務

翌年度繰越の「退職手当、年俸制導入促進費」（特殊要因経費）

２）前受受託研究費等

前受けした受託研究費（共同研究費含む）、次期事業年度に繰越

３）寄附金債務

上越教育大学基金、基金以外の寄附金の残額であり、次期事業年度に繰越

４）預り金

各種預り金の残額であり、次期事業年度に繰越

５）その他

未払費用（電子ジャーナル＝H31．１～３月分）、未払消費税等

【純資産の部】

１．資本剰余金

特定償却資産（現物出資、施設費、目的積立金で取得）の減価償却費累計額であり、毎年、減価償却費分の増加

２．前中期目標期間繰越積立金等

前期から繰越された任意積立金及びアクティブラーニング環境整備に係る積立金

３．教育研究環境整備積立金

教育研究環境整備に係る目的積立金

４．積立金

準用通則法第４４条第１項に基づくもの（現金の裏付のない帳簿上の利益）

５．当期未処分利益

当事業年度の収益

- 4 -



（単位：百万円）

科　　目 平成29年度 平成30年度 科　　目 平成29年度 平成30年度

経常費用 経常収益

　教育経費 590    590       運営費交付金収益 3,078    3,051    

   研究経費 127    117       学生納付金収益 780    753    

   教育研究支援経費 154    160       受託事業等収益 72    74    

   受託事業費等 72    74       施設費収益 43    58    

   人件費
   （給与）

2,742    2,794       補助金等収益 2    0    

   人件費
   （退職給付）

283    192       寄附金収益 18    25    

   一般管理費 218    234       資産見返負債戻入 100    99    

   その他 3    2       その他 101    109    

計 4,189    4,162    計 4,192    4,171    

経常損失 －   －   

経常利益 3    9    

臨時損失 0    0    

臨時利益 0    0    

目的積立金取崩額 －   3    

前中期目標期間繰越
積立金取崩額

7    14    

当期総利益
(当期総損失）

10    25     

損益計算書の概要
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（損益計算書）

【経常費用の部】（『２７百万円』の減）

１．教育経費『増減なし』

授業料免除枠の拡大による奨学費（免除額相当１５百万円）の増、各所改修工事の修繕費（１４百万円）の減等のため増

減なし

２．研究経費：『１０百万円の減』

教育研究教員経費等の研究目的の執行の減（印刷製本費（４百万円）、外国旅費（1百万円））、科学研究費補助金購入備

品類の寄附受入額（少額備品費３百万円）の減

３．教育研究支援経費：『６百万円の増』

附属図書館及び情報メディア教育支援センターに係る各種委託業務・諸作業に係る報酬・委託・手数料（５百万円）の増

４．受託研究費等：『２百万円の増』

受託研究１件、受託事業１２件、共同研究３件の受託額の増減による差額

５．人件費（給与）：『５２百万円の増』

人事院勧告、最低賃金等の労働基準法を考慮した給与改定及び超過勤務手当の支給並びに寄附講座開設に伴う人員配

置による給与支給額の増加（３９百万円）、更に法定福利費の増加（１２百万円）

６．人件費（退職給付）：『９１百万円の減』

定年退職者等の支給額の差による減

７．一般管理費：『１６百万円の増』

施設費交付金（営繕事業）による老朽化した本部事務局便所改修に伴う修繕費（１８百万円）等により増加

８．その他

支払利息（リース利息）、雑損

【経常収益の部】（『２１百万円』の減）

１．運営費交付金収益：『２７百万円の減』

運営費交付金から固定資産を購入した額を控除した額を計上

２．学生納付金収益：『２７百万円の減』

検定料、入学料、授業料の収入額から固定資産を購入した額を控除した額を計上

３．受託研究等収益

受託研究、受託事業、共同研究に費やした額を計上

４．施設費収益：『１５百万円の増』

施設整備費補助金（ライフライン再生事業）等の固定資産を購入した額を控除した修繕費等を計上

５．補助金収益：『２百万円の減』

補助金（２件）による実績減少による減

６．寄附金収益『７百万円の増』

寄附金での調達、役務等で費用計上された額と同額を計上

７．資産見返負債戻入

各種財源（自己収入除く）で購入した固定資産に係る当事業年度の減価償却費と同額を計上

８．その他

受取利息、財産貸付料、講習料、研究関連収入等

対前年度に対する主な増減要因等

【前中期目標期間繰越積立金取崩額】

前中期目標期間繰越積立金を財源として、当事業年度執行した「アクティブ・ラーニング環境整備」（２７百万円）のうち、資産

とならない授業用物品の購入に要した費用及び修繕費等 １４百万円を取崩額として計上

【目的積立金取崩額】

目的積立金を財源として、当事業年度執行した「認証キャンパスネットワークシステム更新」（３４百万円）のうち、資産となら

ない費用（修繕費等） ３百万円を取崩額として計上
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【損益計算書】
　経常費用・経常収益の構成内訳

94%

14%

3%

4%

2%

72%

5%

経常費用

4,162百万円

5%

18%

1%
2%

1%

73%

経常収益

4,171百万円

一般管理費 等

研究経費

受託研究・受託事業等

教育研究支援経費

人件費

236百万円

117百万円

160百万円

74百万円

教育経費

590百万円

2,986百万円

学生納付金収益

753百万円

寄附金・補助金等収益

26百万円

施設費収益

58百万円

運営費交付金収益

3,051百万円

受託研究等収益

74百万円

その他収益 等

209百万円

業務費

3,926百万円

【その他】収益に含まれない外部資金（預り金）
・科学研究費補助金(82件）58百万円
（うち間接経費相当分13百万円は、大学の収益(「その他の収益等」)に含まれています。）
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科    目 予算額 決算額 差  額
（決算額−予算額）

運営費交付金 3,091 3,167 76

施設整備費補助金 41 41 0

補助金等 0 0

施設費交付金 28 23 -5

自己収入（学納金、貸付料等） 902 893 -9

産学連携等研究及び寄附金収入 108 134 26

前中期目標期間繰越積立金取崩 33 27 -6

目的積立金取崩 39 34 -5

合    計 4,242 4,320 78

業務費 4,065 3,997 -68

施設整備費 69 64 -5

補助金等 0 0
産学連携等研究経費
及び寄附金事業費

108 96 -12

合    計 4,242 4,157 -85

- 162 162収入−⽀出

アクティブ・ラーニング環境整備に使用した取崩額が27
百万円となったため、当初見込額（予算額）との差額
教育研究環境整備に使用した取崩額が34百万円となった
ため、当初見込額（予算額）との差額

支出

運営費交付金・自己収入・各積立金の執行

施設費交付金の減

当初見込みより寄附金事業費の執行額の減及び受
託研究費の増との差額

決算報告書の概要

                     決   算   報   告   書          （単位：百万円）

収入

差   額   事   由

特殊要因運営費交付金（退職手当）の追加交付

交付金決定額の減

当初見込みより大学院入学者の減少に伴う学納金
の減

寄附金等の増
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3,167

660

76

0

152

3,090

861

104

1,300

0

64

1,300

101

-37

収入

52

2

-54

14

575

589

589

　Ⅵ　資金期末残高（Ⅳ＋Ⅴ）

貸借対照表「現金及び預金」

支出
ファイナンスリース返済費

支払利息

収入－支出

　Ⅳ　当期資金増加額

　Ⅴ　資金期首残高

短期借入等

支出
人件費

教育研究活動等経費

収入－支出

Ⅱ　投資活動

収入

定期預金の払出

有形固定資産売却収入

利息・配当金収入

施設費収入

支出
定期預金の預入

有形・無形固定資産取得費

収入－支出

Ⅲ　財務活動

キャッシュ・フロー計算書の概要

　　　　　キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円）

Ⅰ　業務活動

収入

運営費交付金

自己収入（学納金）

受託事業等収入

補助金等

その他

○キャッシュ・フローとは、
一会計期間のキャッシュの増減を３つの活動区分毎に、どのようなキャッシュを得て、どのように

使ったのかを分かりやすく示したものです。

　大学の業務である教育研究活動の
ために獲得した収入とその活動のた
め、どのように使ったかを表していま
す。

　業務活動の基礎となる固定資産の
取得及び売却、投資資産の払出と果
実（利息等）のキャッシュ・フローを表し
ます。

実質の収入額（利息）＝19,456円

　業務活動及び投資活動を維持す
るためにどの程度資金が調達され、
返済したかを表します。

　３つの活動の
　　「収入－支出」の合計

　貸借対照表の「現金及び預金」勘
定科目の額と一致
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          ２）外部資金会計（施設整備、受託研究・事業、寄附金）

経常費用 4,162

臨時損失 0

学納金（検定、入学、授業料） 753

受託事業収入等 74

寄附金収益 25

資産見返運営費交付金等戻入
（授業料）等

30

受取利息・為替差益 0

その他収入・臨時利益 96

3,184

270

1

0

10

7

3,472

 日本の人口：1億2,644万人
（平成30年10月1日現在）
 総務省統計局

Ⅻ　実施コスト　（Ⅰ～Xの合計）

実施コスト計算書の概要

　　　　　　　　実施コスト計算書　（単位：百万円）

Ⅰ　業務費用

損益計算書
上の費用

（A）

自己収入等
（B)

業務費用合計（A)－（B）

Ⅱ　損益外減価償却相当額

Ⅵ　損益外利息費用相当額

Ⅶ　損益外除売却差額相当額

Ⅷ　引当外賞与増加見積額

Ⅸ　引当外退職給付増加見積額

○実施コスト計算書とは、
一会計期間の⼤学の業務運営に係るコストのうち、国⺠が負担するコストを表すものです。

損益計算上の業務運営に費やしたコスト

運営費交付金、国、地方公共団体以外の
収益

運営費交付金、国、地方公共団体からの
収益に係るコストであり、国⺠負担とな
るコスト （損益計算書上）

将来、運営費交付金で措置されるコスト

国からの現物出資、施設費に係る減価償
却費、除売却差額等であり、国⺠負担と
なるコスト

当期の業務活動において、国民負担とな
るコスト

　国民１人当たりコスト＝27円
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【参考資料】①

☆「上越教育大学上廣道徳アカデミー」を設置
　平成30年4月に公益財団法人上廣倫理財団からの寄附金により、学内に寄附研究部門である「上越教育大学上廣道徳ア
カデミー」を設置。（平成30年度寄附受入額　13百万円）
　このアカデミーでは、学校教育において教科化される道徳の時間について、学校現場の教員が子どもたちに対して多様
な指導法を実践することを目指し、研修と研究を推進しております。

社会との連携や社会貢献 ⇒財務諸表（「講習料等収入」）

☆教員免許状更新講習
　本学が幹事校となり、新潟県内の16の国公私立大学、工業高等専門学校及び社会教育施設で構成する「教員免許状更新
講習コンソーシアム新潟」が、新潟県全域の教員免許状講習受講希望者に対応できる広域連携体制のもとで、受講者の利
便を確保しながら講習を実施しております。
　本学では、上越市のほか長岡市及び佐渡市で必修領域6講習、選択領域68講習を開講しており、平成30年度は2,907人
と多くの教員等が受講しております。
　平成30年度免許状更新講習料　17百万円（5百万円増／平成29年度12百万円）

☆授業料等免除（奨学費）の拡大　平成30年度128百万円（15百万円増／平成29年度113百万円）
　学生の充実した学生生活を経済的に支援するため、入学料免除、授業料免除等を実施しております。（東日本大震災等
被災者や社会人学び直し等の学生への免除も含まれます。）
　【平成30年度の主な実績】
　　・入学料免除（大学院）  17人　総額 240万円（1人当たり14万円）
　　・授業料免除　※授業料免除は前期・後期毎に選考するため、人数は延べ人数
　　　　　　　　（学　部）309人　総額 6,483万円（1人当たり13万円～27万円）
　　　　　　　　（大学院）315人　総額 4,139万円（1人当たり  9万円～27万円）

☆奨学金制度（奨学金）
　上越教育大学基金（※）を活用し、独自の給付型奨学金制度「くびきの奨学金」として、学生への経済的支援を行って
おります。
　【平成30年度実績】
　　・奨学金給付　33人　支給総額：225万円（１人当たり5万円～8万円）
　※上越教育大学基金は、学生支援活動、教育研究活動及び地域貢献活動等の推進を図るために広く社会から寄附金を受け入れ、各
種基金事業を行っております。その事業のうち学生奨学支援事業として学生への奨学支援を行っております。
　更に平成30年度においては創立40周年記念事業に伴う募金を実施し、ご寄付いただいた寄附金23百万円（平成31年3月末現在）を
奨学支援の拡充や教育研究支援及び地域貢献の事業に活用します。

学生生活環境等の施設整備 ⇒財務諸表（「固定資産」又は「教育経費」「一般管理費」）

　多雪地域のため、冬季の教育研究・学生生活・緊急車両の通行等の確保に
必要な消雪設備更新など学生生活環境等を維持・改善のため、設備整備や改
修を行っております。
　【平成30年度実績】
　　・ライフライン再生事業（消雪設備）        41百万円
　　・学生宿舎屋上防水改修工事（世帯A､B棟）８百万円　etc.

外部資金を活用した教育研究の推進 ⇒財務諸表（「研究経費」「人件費」＝「寄附金収益」）

教育研究等の取組及び環境整備状況

学習環境の整備 ⇒財務諸表（「固定資産」又は「教育経費」「教育支援経費」）

　アクティブ・ラーニングを実施しやすい環境を整備するなど学習環境の維
持・改善のため、設備整備や改修等を行っております。
　【平成30年度実績】
　・アクティブ・ラーニング環境整備（講義室改修等）27百万円
　・認証キャンパスネットワークシステム設備更新　　34百万円
　・授業出席状況把握システム（ICｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰ）設備更新 10百万円
　・附属中学校空調設備（ｴｱｺﾝ）設置　　５百万円　etc.

学生支援の取組 ⇒財務諸表（「教育経費」）

可動式机、後方の壁は全面ホワイトボード、床には各机用
の電源、各教室の授業用機器の整備

アクティブ・ラーニング環境整備

ライフライン再生事業

⽼朽化した構内道路用消雪
設備等(地下水)の改修 （冬季の様子）
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【参考資料】②

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

教育経費 806 869 719 613 590 590

業務費 4,028 4,063 3,947 4,031 3,968 3,926

教育経費比率 20.0％ 21.4％ 18.2％ 15.2％ 14.9％ 15.0％
※教育経費比率＝教育経費÷業務費

※1　セグメント開示区分「大学」の教育経費の額です。
※2　セグメント開示区分「大学」の教育研究支援経費を教育経費と研究経費の比率で按分した額です。
※3　セグメント開示区分「大学」の教職員人件費の額です。

（参考）年間授業料　535,800円

教員人件費　※3 2,070,639,829円 1,975,547,792円

学生数（大学） 1,302人 1,257人

教育経費　※1 482,255,559円 502,698,696円

教育研究支援経費　※2 122,052,067円 129,270,050円

平成29年度 平成30年度

学生１人当たり教育経費 2,054,491円 2,074,397円

教育に関する財務データ

　学生に対して行われる教育に要する経費が対象であり、具体的には入学試験、奨学費（授業料等の
免除額に相当）、教育環境の整備費・維持費等が含まれます。
　教育経費の主なポイントとして、当年度は学生の経済的負担軽減のために授業料免除枠を拡大した
ことにより、奨学費が約128百万円（前年度113百万円）となり、前年度と比較すると約15百万円の
増加となっています。また、当年度は学生宿舎屋上防水改修工事（約8百万円）などの各所修繕に要
した費用が全体で約62百万円(前年度約76百万円）となり、前年度と比較すると約14百万円減少して
います。それらの結果、教育経費全体では前年度と同規模の費用支出となっています。

教育経費の推移
（単位：百万円）

学生１人当たり教育経費 （附属学校園の生徒・児童を除く。）

0.0％

5.0％

10.0％

15.0％

20.0％

25.0％

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

教育経費 業務費 教育経費比率

2,074,397円

(前年度比19,906円 1.0％増)

教育経費 590百万円 （対前年度比 同じ）
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【参考資料】③

（単位：百万円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

研究経費 136 133 103 120 127 117

業務費 4,028 4,063 3,947 4,031 3,968 3,926

研究経費比率 3.4％ 3.3％ 2.6％ 3.0％ 3.2％ 3.0％
※研究経費比率＝研究経費÷業務費

○科学研究費助成事業を含む。

科学研究費助成事業 (大学教員)

※1　セグメント開示区分「大学」の研究経費の額です。
※2　セグメント開示区分「大学」の教育研究支援経費を教育経費と研究経費の比率で按分した額です。

教員数（大学） 147人 149人

教員１人当たり研究経費 1,590,826円 1,370,010円

研究経費（大学）※1 125,378,849円 116,244,006円

76,028,346円 57,564,906円

教育研究支援経費（大学）※2 32,444,220円 30,322,604円

平成29年度 平成30年度

研究に関する財務データ

　研究活動に要した経費です。（科学研究費助成事業は含まれていません。）
　教員個人の研究活動のほかに、在外研究活動や地域連携活動に要した経費が含まれます。
　主な減少要因としては、各教員の教育研究教員経費等における研究目的への支出減少（印刷製本費
(約4百万円減)、外国旅費(約1百万円減)）及び科学研究費補助金購入備品類の寄附受入額（少額備品
費）の減少（約3百万円減)等が挙げられます。

研究経費の推移

教員１人当たり研究経費 （附属学校園を除く。）

0.0％
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

研究経費 業務費 研究経費比率

研究経費 117百万円 （対前年度比 10百万円の減）

1,370,010円

(前年度比 220,816円 13.9％減)
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【参考資料】④

（単位：百万円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

人件費 2,770 2,835 2,907 3,063 3,025 2,986

業務費 4,028 4,063 3,947 4,031 3,968 3,926

人件費比率 68.8％ 69.8％ 73.7％ 76.0％ 76.2％ 76.1％
※人件費比率＝人件費÷業務費

1357176

69768440

（単位：百万円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

一般管理費 236 231 218 190 218 234

業務費 4,028 4,063 3,947 4,031 3,968 3,926

一般管理費比率 5.9％ 5.7％ 5.5％ 4.7％ 5.5％ 6.0％

※一般管理費比率＝一般管理費÷業務費

運営に関する財務データ

人件費の概要

　役員報酬・賞与、教職員への給与・賞与・退職金、非常勤職員の給与・手当、福利厚生等の経費が
含まれています。
　前年度との比較としては、人事院勧告、最低賃金等の労働基準法を考慮した給与改定及び超過勤務
手当の支給並びに寄附講座開設に伴う人員配置による給与支給額の増加(39百万円)、更に法定福利費
の増加(12百万円)によって給与支出等が増加した。また、教職員の定年退職等による退職手当が減少
（91百万円）したことにより、役職員に係る人件費全体で39百万円(0.1％）の減少となっています。

一般管理費の概要

　大学全体の管理を行うための経費及び他の区分に属さない業務経費が含まれています。
　一般管理費については、各種業務の効率化・見直しを図り、経費の抑制に努めていますが、前年度
と比較として、施設費交付金（営繕事業）による老朽化した本部事務局便所改修に伴う修繕費（18
百万円）等が生じたことにより、一般管理費全体で16百万円(0.5％）の増加となっています。
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【参考資料】⑤

事   項 平成29年度
（％）

平成30年度
（％）

増　減

流動比率＝（流動資産÷流動負債）

 短期的な支払い能力を表す指標
99.6% 94.5% △5.1

ﾎﾟｲﾝﾄ

自己資本率＝(自己資本÷(負債＋自己資本））

 業務運営に必要な財源調達の安定性を表す財務の健全性
を判断する指標

79.4% 79.3% △0.1
ﾎﾟｲﾝﾄ

人件費比率＝（人件費÷業務費）

 業務の硬直度を表し、労働集約的な費用構造にあるかを
判断する指標

76.2% 76.1% △0.1
ﾎﾟｲﾝﾄ

一般管理費比率＝（一般管理費÷業務費）

 管理運営の効率性を判断する指標
5.5% 6.0%

0.5
ﾎﾟｲﾝﾄ

外部資金比率＝（受託研究等収益＋受託事業等収益＋寄附
金収益）÷経常収益

外部資金への依存度

2.1% 2.4% 0.3
ﾎﾟｲﾝﾄ

研究経費比率＝（研究経費÷業務費）

 研究活動の活性度を表す指標
3.2% 3.0% △0.2

ﾎﾟｲﾝﾄ

教育経費比率＝（教育経費÷業務費）

 教育活動の活性度を表す指標
14.9% 15.0% 0.1

ﾎﾟｲﾝﾄ

教育研究支援経費比率＝（教育研究支援経費÷業務費）

 教育研究支援活動の支援度を表す指標
3.9% 4.1% 0.2

ﾎﾟｲﾝﾄ

財務指標等
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【参考資料】⑤

※この資料は，文部科学省報道関係公表データ等を基に本学が作成したものです。

宮城教育大学 奈良教育大学 鳴門教育大学 北海道教育大学 愛知教育大学 東京学芸大学 京都教育大学 大阪教育大学 兵庫教育大学 上越教育⼤学 福岡教育大学

H30 181.5% 125.6% 120.9% 118.4% 117.6% 116.9% 113.0% 109.8% 97.3% 94.5% 90.3%

(H29) (99.6%)

東京学芸大学 京都教育大学 宮城教育大学 大阪教育大学 福岡教育大学 奈良教育大学 愛知教育大学 北海道教育大学 鳴門教育大学 上越教育⼤学 兵庫教育大学

H30 94.7% 91.4% 90.9% 90.0% 89.5% 87.7% 86.4% 84.5% 80.1% 79.3% 75.6%

(H29) (79.4%)

自己資本比率

教員養成系11大学（Ｅグループ）の財務指標 （平成３０年度）

流動比率

（健全性／高い方が望ましい） 

（健全性／高い方が望ましい） 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

160.0%

180.0%

200.0%

宮城教育大学 奈良教育大学 鳴門教育大学 北海道教育大学 愛知教育大学 東京学芸大学 京都教育大学 大阪教育大学 兵庫教育大学 上越教育大学 福岡教育大学

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

東京学芸大学 京都教育大学 宮城教育大学 大阪教育大学 福岡教育大学 奈良教育大学 愛知教育大学 北海道教育大学 鳴門教育大学 上越教育大学 兵庫教育大学
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【参考資料】⑤

北海道教育大学 兵庫教育大学 大阪教育大学 愛知教育大学 東京学芸大学 上越教育⼤学 福岡教育大学 京都教育大学 鳴門教育大学 宮城教育大学 奈良教育大学

H30 19.9% 17.1% 17.0% 16.4% 15.5% 15.0% 15.0% 14.9% 14.3% 13.3% 12.6%

(H29) (14.9%)

宮城教育大学 兵庫教育大学 上越教育⼤学 北海道教育大学 奈良教育大学 愛知教育大学 東京学芸大学 鳴門教育大学 大阪教育大学 京都教育大学 福岡教育大学

H30 5.1% 3.1% 3.0% 2.8% 2.7% 2.6% 2.2% 1.9% 1.8% 1.8% 1.1%

(H29) (3.2%)

（活動性／高い方が望ましい）

（活動性／高い方が望ましい）

教育経費比率（対業務費）

研究経費比率（対業務費）

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

北海道教育大学 兵庫教育大学 大阪教育大学 愛知教育大学 東京学芸大学 上越教育大学 福岡教育大学 京都教育大学 鳴門教育大学 宮城教育大学 奈良教育大学

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

宮城教育大学 兵庫教育大学 上越教育大学 北海道教育大学 奈良教育大学 愛知教育大学 東京学芸大学 鳴門教育大学 大阪教育大学 京都教育大学 福岡教育大学
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【参考資料】⑤

北海道教育大学 兵庫教育大学 上越教育⼤学 大阪教育大学 宮城教育大学 鳴門教育大学 愛知教育大学 東京学芸大学 奈良教育大学 京都教育大学 福岡教育大学

H30 75.5% 75.6% 76.1% 77.9% 78.3% 78.6% 78.8% 79.7% 79.8% 79.8% 81.3%

(H29) (76.2%)

大阪教育大学 東京学芸大学 宮城教育大学 北海道教育大学 京都教育大学 福岡教育大学 奈良教育大学 鳴門教育大学 兵庫教育大学 愛知教育大学 上越教育大学

H30 2.9% 3.1% 3.3% 3.3% 3.5% 4.0% 4.2% 4.3% 4.6% 4.8% 6.0%

(H29) (5.5%)

（効率性・発展性／低い方が望ましい）

（効率性／低い方が望ましい）

人件費比率

一般管理費比率

72.0%

73.0%

74.0%

75.0%

76.0%

77.0%

78.0%

79.0%

80.0%

81.0%

82.0%

北海道教育大学 兵庫教育大学 上越教育大学 大阪教育大学 宮城教育大学 鳴門教育大学 愛知教育大学 東京学芸大学 奈良教育大学 京都教育大学 福岡教育大学

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

大阪教育大学 東京学芸大学 宮城教育大学 北海道教育大学 京都教育大学 福岡教育大学 奈良教育大学 鳴門教育大学 兵庫教育大学 愛知教育大学 上越教育大学
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【参考資料】⑤

鳴門教育大学 大阪教育大学 京都教育大学 東京学芸大学 上越教育⼤学 宮城教育大学 福岡教育大学 奈良教育大学 愛知教育大学 兵庫教育大学 北海道教育大学

H30 3.5% 3.1% 3.0% 2.9% 2.4% 2.1% 1.9% 1.8% 1.7% 1.5% 1.1%

(H29) (2.1%)

（発展性／高い方が望ましい） 

外部資金比率

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

鳴門教育大学 大阪教育大学 京都教育大学 東京学芸大学 上越教育大学 宮城教育大学 福岡教育大学 奈良教育大学 愛知教育大学 兵庫教育大学 北海道教育大学
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